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注1）　本様式全体が1ページに収まるよう作成してください。

目　標 目標の達成状況（成果）及び新たに生じた課題への取組
（部局での検証とそれに対する取組）

組織目標評価報告書（令和６年度）

部局名： 中性子医療研究センター 部局長名： 成瀬　恵治

関連する
中期計画の番号 教育領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

・保健学研究科と連携し中性子医療コース（大学院コース）の体制整備と教育を担う.。

・学内共同研究先と協力して、修士課程大学院生、博士課程大学院生、留学生に対して積
極的な教育を行い、BNCTの研究者を輩出していく。

5-1

8-1

・大学院保健学科研究科博士課程前期課程の「中性子医療コース」を保健学科担当教員と共に開講し
た（受講者なし）。

・修士課程大学院生、博士課程大学院生、短期・長期海外留学生に対して指導・教育を実施した。学
内共同研究先と協力して、口腔外科、泌尿器病態学より博士課程大学院生、フランスグルノーブル大
学の留学生に対して積極的な教育を行い、BNCTの研究者を養成した。中国　山西医科大学　河北医
科大学から外国人客員研究員を受入、BNCTに関する共同研究を行った。

①教育領域

関連する
中期計画の番号 研究領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

・国外研究者とのBNCT関連の国際共同研究へ向けた取り組み強化する。

・学内においてBNCT共同研究先を構築し、研究協力体制や新規BNCTプロジェクトのを立
ち上げ、岡山大学内でのBNCT認知度を高め、競争的資金獲得を目指す。

・BNCT関連の基礎研究から橋渡し研究に至るまで全分野での研究を進め、産学共創活動
の推進、共同研究基盤の拡大を行う。

8-1

8-2

10-1

・国外研究者とのBNCT関連の国際共同研究へ向け、イタリアパビア大学やタイのスラナリー大学と
MOUの準備を進めている。

・創薬開発橋渡し部門、分子イメージング部門協働によるAMED橋渡し研究シーズA２件が採択されて
いる。

・学内でBNCTを題材にした学部横断的な取り組みでは、岡山県特別電源所在県科学技術振興事業
のグループ研究2件が採択され研究を進めている。

・企業との共同研究事業（ステラファーマ、3DM社、森田薬品工業）を継続し、臨床化へ向けての橋渡し
研究を進めている。これらの外部資金によるトランスレーショナルリサーチの発展に力を入れている。

②研究領域

関連する
中期計画の番号 社会貢献（診療を含む）領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

・シンポジウムを開催し、新企画でのBNCT研究力の発進に務める。

・IAEA協働センター事業の継続発展、BNCT教育プログラムを推進する。

・岡山県里庄町仁科会館と協働で、仁科博士の業績多言語対応の地域貢献事業を推進す
る。

・国内BNCTガイドライン策定に寄与し、IAEAに国際基準策定を働きかける。

・上海大学との国際交流事業へ積極的に尽力する。

8-2

7-1

8-1

7-1

7-1

・アメリカブルックヘブンの加速器の研究者によるシンポジウムを開催し、新しいBNCTシステムの構築
の検討を行った。

・IAEA協働センター事業として、岡大やタイでＩＡＥＡのトレーニングコースを実施した。またウェビナー
で、BNCT教育プログラムを実施した。

・仁科芳雄博士を顕彰する岡山県里庄町の仁科会館との仁科博士の業績の多言語化による国際化事
業については協力関係の強化のための取り組みを継続している。

・国内BNCTガイドライン策定、IAEA国際基準策定に寄与する論文を報告した。

・国際連携教育研究部門が中心となり、第３回上海大学-岡山大学医学交流シンポジウムを共同主催
し、BNCTの共同研究プロジェクトを積極的に推進している。

③社会貢献（診療を含む）領域

関連する
中期計画の番号 管理運営領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

・おかやまメディカルイノベーションセンター (OMIC)や光・放射線情報解析部門と連携し学
内施設の活用により共同利用の推進を行う。

・積極的に競争的研究費獲得に挑戦し、人的・資金面での継続的な発展に挑戦する。

12-2

8-2

・おかやまメディカルイノベーションセンター(OMIC)、光・放射線情報解析部門鹿田施設と連携し、学内
施設の活用による岡山大学としてのオンリーワンプロジェクトを遂行した。

・構成員全員がBNCT関連の課題による多くの競争的資金への申請し、新たな発展や、資金獲得に成
功している。

・学内外のプロジェクト体制を構築し、AMED事業や特別電源所在県科学技術振興事業からの補助金
継続に成功した。

④管理運営領域

関連する
中期計画の番号 センター・機構等業務における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

・運営委員会を適宜開催し、センターの運営方針を決定、外部評価委員会を開催し、組織
運営に反映させていく。

8-1
・運営委員会を2024年6月12日と2025年2月に開催し、国際交流協定の締結などセンターの運営方針
を決定した。

・外部評価委員会を2024年8月21日に開催するため準備を進めていたが中止とし、来年度の開催に向
け準備を進めることとした。

⑤センター・機構等業務

注2）　自己評価による達成度（５～１）は非公表項目とし，組織目標評価結果を公表する際に消去します。


